




バー ニー1を含 め、多 くの戦略研 究者 が、必ず とも言 えるほ ど、優 れた競争 戦略
の持ち主 として賞賛 している企業 として、アメ リカの ウォルマー トがある。 この ウォ
ル マー トは、2002年5月 、西友の株6%を 取得 し、資本提携 の形 で 日本市場 に参入
した。参入 当初 、世界最強の小売企業が 日本市場 に参入す る とい うこともあ り、 日
本 の流通業界では非常 に大 きなニュース として取 り上 げ られたが、4期 連 続で経 常
赤字 を記録 す るな ど、 ウォル マー ト本来の競争力 を発揮 してい るとは とて も言い難
く、つ い に2005年 末 には西友へ の資本参加 を53%に 高 めた こ とに続 き、CEO(最
高経営責任 者)に ウォルマー ト本社 の国際部 門担 当者 が正式 に就任す るな ど、 日本
での経 営健全化 に非常 に苦戦 している様子 が伺 え る2。
ア メ リカでは圧倒 的な強 さを誇 ってお り、多 くの研究者が先 を争 って、それぞれ
の立場 で競争優位 の源泉 を探求す るほ ど、絶賛 され ている ウォル マー トが、 なぜ 、
日本では苦戦 してい るのか。国際経営戦略 におけ る現地参入の選択 、現地化政策の
間違いや 日本の消費者 の嗜好 を的確 に とらえていない ことな ど、 ウォルマー トの苦
戦の背 景には多様 な要因がある と言 え るが 、戦略の観 点か らすれば、一体何 が::
の要因 なのか。ポー ターのい う日本 でのポジシ ョニ ングの選択やそ こでのオペ レー
シ ョンの適合が間違 ってい るのか。 それ とも、バーニー のい う価値 のあ る希少 な リ
ソー スが 日本 では通用 しな くなって、競争優位 を発揮 できないのか。
1J
.B.Barney,6aゴ η」1。η8and、 ∫乙r5むaゴnfη9Competet.lveAdvantag・B,PrenticeHall,Second
Edition,2002,岡 田 正 大 訳 『企 業 戦 略 論 一 競 争 優 位 の 構 築 と 持 続 一(上)』 ダ イ ヤ モ ン ド 社 、
2003年 。
2『 日 本 経 済 新 聞 』2006年1月26日 付
。
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ウォルマ ー トの 日本での不振 は、色んな角度か ら分析 してみ る必 要があ り、 しば
らくその推移 を見てみ る必要 もある と思 う。ただ、本稿 で1つ 指摘 してお きたいの
は、 日本市場 にお けるウォルマ,__.トの不振 の要因 として、 ウォル マー トが、 自社 に
とって有利 に事業展 開ができ る戦略次元を未だ に見つ けていない ところにも原 因が
あ るのではないか と考 えられ る。つ ま り、 ウォル マー トが、 日本の小売流通(そ れ
がスーパー に しろ、GMSに しろ)に おいて 、企 業 間優劣 を分 け る競争 の焦点 を的
確 に とらえきれず、 自社 の強み と 目本 での競争の焦点 を うま く融合す るこ とができ
ていないため、 自社 に とって有利 な方向へ 、競争 を展 開できない ところにも原 因が
あ ると考え られ るのであ る。
ウォルマー トのケースで も分か るよ うに、世界 的な大企業 に とって も、企業 を取
り巻 く競争環境 は一段 と不確実性 の高い もの とな ってお り、この よ うに先 の見えな
い不確 実性 の時代 を反映 しているかの よ うに、 ビジネス世界だ けではな く、学際的
研究分野にお いても、企業 の競争優位 の源泉 として戦略に関す る研 究や議論 が活発
に行 われ て い る。 そ の代表 的 な観 点 が前 稿3で 紹 介 した ポ ジ シ ョニ ング とRBV
(Resourced--BasedView)で ある。 また、 日本ではアメ リカ類 の研 究動 向に対 して、
組織 の知識創 造 に競争優位 を求 める視点4や、表 に見 えない事 業 システ ムの有効性
に競争優位 を求 めて いる研究5な ども活発 に行われてい る。
筆者 は前稿 で、ポジシ ョニ ングお よびRBVの 複 眼的 な分析視点 に基づ き、環境 の
変化が激 しく、経営環境 の不確 実性が一層増加 してい る状況下において、企業 がそ
の競争優位 を長期的 に実現す るた めには、時間的経過(内 外 環境要 因の変化)を 軸
に した線形反応モデル が有効で あることを提示 した。そ こでは一度獲得 され た競争
優位 は内外環境条件 の変化 によ り、不均衡が生 じ、その不均衡 を解消す る方 向へ戦
略次元 を次 々 と構 築 してい くこ とが必要で あ り、 こ うした内外環境要因 と企業 の戦
略次元 との均衡 と不均衡 を絶 えず解消 してい くプ ロセ スを通 じて、企業はその競争
優位 を持続 してい くことがで きる と論 じた。 そ して、そ のためには、内外環境要因
と自社 の状況 との均衡 、不均衡 を素早 くキャッチ し、迅速にその不均衡 を解消で き
3衣 笠洋 輔 ・金 宇烈 「競争 戦略 と理 論 と実 際一 ポ ジ シ ョニ ング とRBV(Resourced-Based
View)の 統合 的 分析 視 点 を探 って一 」 『国際経 営 論集 』(神 奈 川 大学)、No.25,2003年11月,
金宇 烈 「企業 の競争 戦略 にお ける線 形反応 モデル の有効 性一X社 の海外 進 出構 想 を 中心 に一 」
『国際経 営 フォー ラム』神奈 川 大学 国際経 営研 究所 、No.15,2004年 。
4野 中郁次 郎 ・竹 内弘 高 『知識創 造 企業』東 洋経 済新 報社
、1996年 。




る有効 なマネ ジメ ン ト ・システムの構築が必要不可欠 であ り、それ こそ持続 的な競
争優位 をもた らす原動力 になる と論 じたs。
本稿 は、前稿 の考察 を踏 まえて、まず、企業にお ける競争優位 の源 泉は何 か、そ
して、競争優位 の長期実現 を可能 とす る線 形反応 モデル にお いて、有効 なマネ ジメ
ン ト ・システ ム とは何 かについて考察す るこ とを狙 い と している。基本 的な研究 の
視 点は、前稿 のポジシ ョニ ングとRBVの 統合的 フ レー ムワー クを さらに発展 させ 、
そ して知識資源 の創造や事業 システム とい った 日本 の研究成果 を援用 しなが ら、戦
略次元 の創造力 と線形反応モデル に競争優位 の源 泉 と持続 的な競争優位 の条件 を求
めるフ レームワー クを提示 しよ うとす る。 また、戦略次元 の創造力 と線形反応モデ
ル を支 える重要なマネ ジメン ト=機能 として、戦略 とオペ レー シ ョンの相 互作用 、そ
してマネ ジメン ト・システ ムにお ける柔軟性 とフィー ドバ ックに着 目して考察 して
い く。
1戦 略次元の創造と競争優位の源泉
1競 争 次元 とは
原 田氏 は、競争 次 元 とは市場 にお け る競争 の具 体 的領 域 の こ とで あ り、 それ には 、
価 格や 特 定 の機 能 、 品質 、 サー ビス 、営 業 拠 点 な どの 多様 な次 元 が あ る とい う。 例
えば 、 フ ァ ミ リーセ ダ ンの車 種 で は価 格 が主 要 な競争 次 元 とな って い る傾 向が強 く、
ス ポー ツカ._._ではエ ン ジ ン馬 力 、加 速性 な どが重 視 され る。 ま た家 電 な どは 、 自社
の販 売 網 をい か に増 や す か が重 要 な競争 次 元 とな り、 競争 次元 は業 界 、 市 場 な どに
よっ て多 様 で 、 かつ 時 代 と共 に変 化 す る。 しか も、何 が 競争 次元 に な るか は 、 定義
され た業 界 、市場 の特性 に よ って大 き く異 な り、 そ の と らえ方 に は 、主観 、 恣意 性
が左 右 す るた め、;1Nに と らえ る こ とが で きな い といY7。
この よ うに競争 次 元 とは、企 業 間 に展 開 され る競 争 の具 体 的 な手段 、変 数 で あ り、
そ こに は企 業 の競争 を決 定 付 け る非 常 に重 要 な要 素 か ら、そ うで は な い要 素 まで 、
数 多 くの要 素 が存在 して い る と言 え る。 しか し、競 争 次 元 は 自社 の戦 略的 意 図 が 反
映 され て い る次 元 とい うよ りも、 そ の業 界 の 特性 や製 品 の特 性 に よっ て決 ま り、 現
時点 にお い て競 合 企 業 間 の競 争 の焦 点 とな って い る こ とで理 解 され うる。 した が っ
て 、市 場競 争 にお い て 、 自社 の リソー スや ケ イパ ビ リテ ィ(capability)8か ら して 、
金宇 烈(2004)、 前掲 論文。
原 田勉 『ケー ス で読 む競 争逆転 の経 営戦 略』東 洋経 済新 聞社 、2000年 。
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有利 に競争 を展 開できる競争次元 で競争す るか 、あるいは勝負 の決 め手 を既存 のも
の とは質的に異 なる新 しい次元 に持 ち込む こ とが、競争戦略の策 定においては非常
に重要な変数 となる。
このよ うに、現在置かれ ている競合 の状況や 相手 との力関係 に基づ き、競争方法
を策定す るとい う考 え方 は、 目新 しいもので もな く、例 えば、有名な ランチ ェスター
戦略 にも体 系化 されている。 周知の よ うに、ラ ンチ ェス ター法則 とい うのは、F.W.
Lanchesterが 、第1次 、第2次 世 界大戦 にお け る数多 くの戦闘 を研 究 し、総合 戦に
お ける兵力数や損失数な どにつ いて計量的分析 を行 って見つけた法則で、それ を概
略す る と、第1法 則 と第2の 法則があ る。
第1の 法則 は、 いわゆる3:2の 法則 で、一騎 打 ちの局地戦 で、武器性 能が同 じな
らば、味方3人 に対 して、敵が2人 な ら確 実にその戦闘 には勝 てる とい うものであ
る。第2の 法則 は、広域戦 でよ り近代的な武器 を使用す る確率戦 では、武器 の性能
が 同 じな らば、戦闘力は兵力数 の二乗 とな る とい うものである。 このよ うに、 ラン
チ ェスター法則 とい うのは、勝敗は敵 と味方 の力 関係で決 ま り、兵力数 と兵器 の性
能 で大き く変 わる とい う法則 なのである。
この法則性 か ら導 き出 され る基本 的な戦略は、弱者 は、一騎打 ち型の戦 闘が望 ま
しく、狭 い範囲の接 近戦 で戦 うこ と、そ して一 点集 中による狙い撃 ちを行 うことで
あ り、強者 は広 い範 囲の総合戦 、広域戦 で戦 うことが望ま しい とい うことで ある9。
ランチェスター法則 を企業間競争 に適用す ると、 自社お よび相手の条件 に基づ き、
自社 がもっ とも有利 に競争 を展 開できる次元へ競争の焦点 を持 ち込 む ことであ り、
その よ うな競争 の焦点 を意 図的に作 り上げて競争 す ることが有効 である とい うこと
であ る。 この よ うに、 自社 が意 図的 に作 り上 げた競争 の焦点 とそ こでの競争 の展開
を、本稿では戦略次元 とい う。
2戦 略次元 とは
上記で説 明 したよ うに、競争次元 とは、企業 の戦い方 に重要 な影響 を及 ぼす変数
であ る。 これ に対 して、戦略次元 とは、 「どこで何 を持 っていか に戦 うか」を示す
aバ ー ニ ー は
、 価 値 の あ る希 少 で 模 倣 の 難 し い 経 営 資 源 お よ び そ の 組 織 的 活 用 能 力 を リソ ー ス 、




ェ ス タ ー 戦 略 の 体 系 と詳 細 な 内 容 に 関 し て は 、 田 岡 信 夫 著 『総 合 ラ ン チ ェ ス タ ー 戦 略 』
ビ ジ ネ ス 社 、1986年 を 参 照 さ れ た い 。
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道筋 であ ると言 える。言 い換 えれば、現 時点 において勝敗 を決 める重要 な変数 とし
て 自社 の統制外 にあるものが競争次元だ とい うな らば、戦略次元 とは、市場条件、
競合相手の動 き、自社 の リソース(ラ ンチ ェスターがい う味方の兵力数や武器性能)
の条件 を総合的 に考慮 して意図的に作 り上 げた 「競争の舞 台」 であ り、他社か らす
れば、新 しい競争次元が生成す ることであ る。
図表1を 参考 に、競争 次元 と戦略次元 の関係 について よ り具体 的に考察 してみ よ
う。競争 次元 は企業意識 の外 にあ り、現在 の市場競争 を決 定づ ける諸変数で ある。
そ こには競争の勝敗 を決 め る影響力の非 常に強 い ものか ら、それ ほ ど影響力 を及ぼ
さない ものまで多様 なものがある。
これ に対 して 、戦略次元は、 自社の条件、相手や外部環境の条件な どを考慮 して、
自社 が焦点化 し、集、中的に狙 いを定 める1つ 以上 の競争の次元 を意 図的 に作 り上げ
ることで あ り、 自社が選択 した次元 に競争 の焦点 を持 ち込む こ とである。その意味
で、戦略次元 は、 自社 が もっ とも有利 に競争 を展 開で きる 「戦 いの舞台」 を創 造す
ることであ り、 自社 が意図的に作 り上げ、策定 した競争 の焦点なのであ る。そ して、
競争次元 と戦略次元に位置す る自社 の条件や外部環境条件 は、競争次元や市場のニー
ズお よび シーズを濾過 す るフィル タの役割 を果 た してい ると言 える。
それでは、企業 は戦略次元をいか に創造す ることがで きるのか。戦略次元の創 造
には、次の3つ の方法が ある。
第1に 、既 存 の競争 次元 をそのま ま焦点化 し、それ を 自社 の リソースや組織 能
力10と融 合す る ことで ある。端 的な例 として、化 粧品市場 の場合 、多 くの企 業がイ
メージの差別化 に注力 してお り、 自社 も他社 と同様 にマ スメデ ィアに よる公告 ・宣
伝な どを通 じて、イメ.___.,ジ差別化 を積極的 に図ってい く場合 、この範疇 に属す る と
言 える。ただ、 この場合 、競争 の焦点が競合相手 によって も十分 に察知 され てお り、
同 じ競争次元上で複数 の企業が戦 うことになるため、かな り激 しい競争 が予想 され、
そこで優位性 を発揮す ることがなかなか難 しい と考 え られ る。
第2は 、全 く新 しい市場 のニーズやシー ズをキャ ッチ して、それ を 自社 の リソー
スや組織 能力 と融合 して新 しい戦略次元 を創造す る ことであ る。例 えば、 田中氏の
研究 で取 り上 げ られてい る 日本 の金型 メーカーS社 は、切 削や焼結 で しか対応 で き







コス トを大幅 に削減 できる とい うシーズ をキ ャッチ していた。 しか し、従来のプ レ
ス順送(1っ の金型 で順送 に何工程 か加 工 し、1つ のプ レス機 を通過すれ ば、複雑
な形状 の部品の金型 ができる)で は、打抜 き、曲げな どを1っ の金型で行 えるが、
板 の厚みは変わ らない とい う制約 があった。 それ で、冷却鍛造順送型 とい う、板 の
厚 みを変化 させ る製 法 を利用 して、板圧!mmか ら5mmま での様 々な加工 に対応 す
ることがで き、 自動車部品生産 に大きな革新 を もた らしたll。
このよ うに、革新的 な戦略次元 の創 造の場合 、既存の競争次元 では、競争 の変数
と して識別 され ていなか った新 しい競争 の領域 を開拓 した ことになるため、競合相
手 が簡単に模倣す る ことがで きな く、その戦略次元 での差別的優位性 は非常に強い
ものになる と言 える。
図表1競 争次元と戦略次元の創造
一一一 チ ャ ネ ル 既存の競争次元
デ ザ イ ン 広告
1灘
1　・順1




























第3は 、既存 の競争 次元 を複数 ミックス させ た り、新 しい市場 のニー ズや シーズ
を既存の競争次元 に追加 した り、あるいは これ らを 自社の リソー スお よび組織能力
と融合 させ て、質的 に異な る戦略次元 を創造す ることで ある。例 えば、本稿で事例
と して取 り上げてい る大阪の ファスナー専 門の商社W社 は、十分 に市場性 のある製
品にもかかわ らず 、メーカーがその販売先 の選定 を間違 ってい るため、売れ行 きが
悪 い製 品を拾い上 げ、 自社 の販売経験か らして最適 な販売先に提案 してい くことに
よって、当該製 品の市場性 を高め、高収益源 として活用 してい る。 この戦 略次元は、
全 く新 しい製 品技術 を創 造す るわけではな く、 日々小 さな発 見や 的確 なニー ズの吸
い上げ、そ してそれ に適合 した販売方法 を提 案す ることによって、 自社独特 の戦略
次元を構築 してい る。
以上の ように、戦略次元の選択 の問題 は、結局、企業 の競争 戦略を どう定義す る
かの問題 にもつ ながってい る。ポーター は5つ の外部環境要因の分析 に基づ き、最
適 な事業ポ ジシ ョンを選択す るこ とが戦略 といい12、バーニーは、 「企 業が考 えた競
争 に成功す るた めのセ オ リー」であ るとい う13。しか し、本稿 は競争戦略 を、 「どこ
で何 を持 ってい かに戦 うか」、 といった戦 略次元 の選択 と創造 と考 える。 つま り、
事業部での競争戦略は、 どこでいかにライバル と戦 うかを描 いたシナ リオであ り、言
い換 えれば、様 々 な製 品 ・市場 の東 の中で、 どの製 品 ・市場 に狙い を定め、そ して
的を絞った製品 ・市場でいかなる方法で戦 うかを選択 とす ることであると考 えている。
このよ うに戦略次元 とは、競争次元や 内外的 な競争要因を総合 して、 自社 が有利
に戦えるよ うに領域 を作 り上げ、そ こで 自社 の資源や経営の努力 を集 中す るこ とで
あ り、有利 に競争 を展開す るために、 自社 に とって最適 な競争 の焦点 を構 築す るこ
とであ る。
3戦 略展開 にお ける戦 略次元の意義
ここでは、競争戦略 の展 開において戦略次元 が持つ意義 について考察 してみたい。
第1に 、戦略次元 は、事業の方 向性 を示す もので ある。企業 が組織的 に事業活動 を
展開 し、その掲 げている 目的を達成す るためには、組織構成員 の努力 を結集 し、何
らかの形で、方 向性 を示 さなけれ ばな らない。 この意味で、戦略次元 は 「どこで何





.B.Barney(2002),oP.cit.,岡 田 正 大 訳 、 前 掲 書 。
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第2に 戦い方を示す。上記で指摘 した よ うに戦略次元 とは、競争次元を 自社に とっ
て有利 な方 向へ変更す るか、新 しい競争 次元 を作 ることか ら始 まる。つま り、競争
の勝敗 を決 める既存 の要 因か ら、 自社に とって有利 な競争 の焦点 を創 造す る戦略次
元 は、競争相 手 との戦 い方 を示す シナ リオ としての役割 も果 たす ので ある。
第3に 、 自社 が現在強み として持 ってい る リソース、今後 開発すべ きリソー スな
どを含 めて、いかに 自社 の リソー スを活用す るかを方向付 ける役割を果たす。戦略
次元 を創造す るとい うことは、 自社の現在 の戦略次元を強化 す るか、またはライベ
ル とは違 う競争次元 を発見 し、そ こで 自社 が有利 に戦 える舞台 を作 り上げ ることで
ある。 したがって、企 業は 自社 に とって、強み のあ る固有の リソース と、戦略次元
の創 造にお いて重要で あるが現時獲得 してい ない リソース を確認す る ことを可能 と
し、 さらにそれ らをいかに活用す るかも示 して くれ る。
第4に 事業 システムの設計やオペ レー シ ョンの努力の方 向性 を示す。事業システ
ム とは、製 品やサー ビスを顧客に提供す るた めに経営資源 を一定 の仕組 みでシステ
ム化 した もので ある14。戦略次元 においていか に事業 システ ム を設 計す るか は、そ
の戦略次元の特徴 に よって変わって くる。 この意 味で事業 の方 向性 を示す戦 略次元
は、事業 システムの設計の指針 となる。 また、詳細 は後述す るが、戦略次元 では戦
略 とオペ レーシ ョン との相互作用 、戦略 とオペ レー シ ョン との フィー ドバ ック ・プ
ロセ スか ら競争力が具現化 され る と考えてい る。 したがって、戦略次元の創造 は、
業務活動 のあ り方 を示す役割 となる。
第5に 競争戦略にお ける理論的問題 である。前稿 で指摘 した よ うに、ポジシ ョニ
ングとRBVが 持 ってい る問題点 と して次 の点 を取 り上げることがで きる。1つ 目に、
いかに精緻 な戦略を策 定す るかの政策決 定の問題 に重点をお いてお り、それは、外
部環境 を重視す るか、それ とも自社 の能力 条件 を重視す るか とい う、互いが相容れ
ない理論的構 造 となってい る。
2つ 目に、ポジシ ョニング とRBVは 戦略 とオペ レー シ ョンの有機的 関連付 けに関
す る認 識が低 い。 この問題 の根源 にはポジシ ョニ ングとRBVが 戦略 とい う政策決定
プ ロセスに大 きな関心 を払 ってい るため、 あ くまで も戦略 とい う上位 の政策決 定が
オペ レーシ ョンを制約 し、オペ レーシ ョンか ら創発 され た戦 略の策定や戦略の修正
はそれ ほ ど興味 を示 していないか らである。
3っ 目に、競争優位 とその持続 に関す る問題 点である。 この問題 は、一度確 定 さ




れたポ ジシ ョンで最適 な業務活動 の配置 を主 張す るポジシ ョニ ングや 、企業 が獲得
してい る リソー ス をい かに最適 に活用す るか に焦点 を合わせ てい るRBVの 論理構 造
は、激 しく変化 す る外部要 因に対 して、一時的で 固定的な フ レー ムワー ク とな りや
すい。
しか し、戦略次元では、内外環境 要因の統合 的 アプ ローチによる事業の方向性 を
示 していること、オペ レー シ ョンは、当然戦略 に規定 され る ことを前提 としなが ら
も、戦略 とオペ レーシ ョンの相 互作用 が、戦略の修正 ・強化 、あるい は変更の土台
を提供す ること、そ して、戦略次元の継続的 な創 造 による競争優位 の持続性 を説 明
してい るこ とな ど、既存 の理論 的問題 に対 して新 しい分析 のフ レーム ワー クを提示
してい ると言 え る。
4戦 略次元の 構築 プ ロセス
図表2を 参照 しなが ら、企業が有効 な戦略次元 を創造す るために、焦 点 となる競
争の場(競 争次 元)を いか に具 現化 してい くのか、そのプロセスを見 ていきたい。
図表2を 図表1と 関連付 けてい うな らば、 フィル タの役割 を果 たす 内部 条件 お よび
外部条件がいか に相互作用す るかを表す動態 的なプ ロセ スであ る。
図表2で 描 いてい るよ うに、企業は決 して、ポー ターがい うよ うに業界分析 といっ
た外部環境 のみ によって、戦 う舞台 を選 択す るわけではない15。外部環境要 因分析
と自社の リソー スの特質 を有機 的に関連付 けて、有効 な競争 の領域 を代替案 として
選択す るこ とがで きる。無論 、 ここでは、当該製 品市場 において、既存 の競 争次元
が大 きな制約要 因 とな り、 あるいは、逆 に機会要 因 として働 いている ことはい うま
でもない。
そ して、 も う1つ は、ポー ター とは全 く逆の発想 で、 自社の リソー ス ・スペ ク ト
ル(自 社 の リソース分析チ ャー ト)に 基づ き、競争す る次元 を選択す る方法 も しば
しばある。例 えば、長野県 のシナ ノケンシの多角化 が このケースに該 当す る と言 え
る。そ もそも同社 は、長野の伝統産業であ る絹糸紡績 を手掛 ける一方で、モー ター 、
印刷機 、CD-ROMな どの駆動措 置まで製造 して い る。 これ らの製 品に共 通 してい
るのは、 「回転 させ る技術 」で あ り、 こ うした回転 させ る技術 の リソース を活 用す




、 前 掲 書 。
135
国際経 営フォーラムNo.17
この点において、 ポーターのポジシ ョニ ング と戦略次元 との間に大 きな相違 があ
る。 実際に、 「どこで何 を持 っていかに戦 うか」 とい う戦略次元の選択 の問題 に対
して 、 ビジネス現実 を見 ると、ポー ターがい うよ うに、競争業者分析 、新規参入 の
脅威 、供 給業者 の交渉 力、買い手の交渉力 、お よび代 替製 品の脅威 な どの産業構造
分析 を通 して、 自社 に とって最適 な競争 的位 置(competitiveposition)を 確定す る と
い うよ りも、む しろ企 業独 自の リソースに基づいて確定 され る場合 も多い。例 えば、
前述 した金型 メーカー のS社 は、衰退 してい る 日本 の金型産 業 において、独 自の技
術資源 の開発 を通 じて、今まで不可能だった複雑 な形 状の 自動車部品 を金型 で製造
す る ことに成功 し、今 まで存在 しなかった新 しい戦略次元を 自社 の リソースに よ り
創造 した典型的な例 であ ると言 える'7。
一方 、外部環境要 因分析 と、 自社が保有 している リソース ・スペ ク トルの有機 的
な関連付 けを通 じて、 自社 に とって有利 に競争 を運べ る競争 の焦点 を複数選択す る
こ とができる。 この競 争の焦点は、前述 した よ うに、既 存の競争次元か ら競争 の焦
点要 素をそ のまま引き継 ぐ形 もあれ ば、新 たに競争 の焦点を構築す ることも可能 で
ある。 そ して、選択 した競争 の焦点 は、企 業の戦 略的意図に よ り選択のプロセスを
経 て、社 内の組織 的な活用 との融合 を通 じて、 自社 がもっとも有利 に戦 える戦略次
元を創造す るこ とにな るので ある。
ところが、 ここで指 摘 して置かなけれ ば な らないのは、それ が外部環境要因分析
か らに しろ、 または 自社の リソース ・スペ ク トル分析 か らに しろ、制約 され た合理
性 の元 で戦略次元 が構 築 され る とい うことであ る。つま り、い くら精密 な戦 略策定
を して も不確 実性 の高 い現実の ビジネス世 界では、戦略 自体 の修正 ・強化 ・変更 の
可能性 が常 につきま と うとい うことであ る。
例 えば、 田中氏 の研 究 で登場す る 日本 の金型 メーカー1社 は、競争次元 を職 人 の
技 に求め、職人 の技 をIT技 術やCAD/CAMな どの技術 に置 き換 えるこ とによって、
新 しい戦略次元を作 り上げよ うとした。 そ して、その代替的 な戦略次元 を可能 とす
るもの と して、 「光造 形装 置」 によ り金型製 造を行 うと、試作 品や金型 を作 る時間
が これ までの10分 の1に 短縮 され、職人 の技 が近代的な光造形措置に取 って代わ る
と考 えた。
しか し、実際 は、1社 の思惑通 りに行 かず 、技術 開発力 の行 き詰ま りか ら、他 の
金型 メーカー と提携 を持 ち掛 けるな ど、新 しい方 向性 を模 索 してい るとい う。 この
17田 中 美 和
、 前 掲 論 文 。
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1社の行 き詰 ま りに は色ん な要 因が取 り上げ られ るだろ うが、m大 きな要 因は、
現在 日本で金型 を発注 している発 注元は、金型 メーカーに製品の技術 力は もとよ り、
提案力 に大 き く期待 している とい う点であ る18。つ ま り、発 注元が 困ってい る問題
に対 して、問題解決 に役 に立 てるよ うな技術的提案能力が、競争 の焦点 とな ってい
るのであ る。 しか し、1社 は こ うした提 案力 とい う競争 の焦点 よ りも、納期短縮 、
職人 の技の代替 とい う次元 に競争 の焦点を選択 し、それが現時点 では、 日本で生 き
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この よ うに戦略次元の選択は不確実性 下で制約 された合理性 に基づいて行 われ る
ものであ り、戦略実行 の途 中でいかに戦略 を修正 して適合 してい くか とい うことが、
現代企業 に課 され ている重要な戦略上の課題 であることを指摘 しておきたい。そ し
て、 こ うした見直 しのプ ロセスを可能 とす ることが、本稿で取 り上げる戦略 とオペ
レー シ ョンの相互作用、 フィー ドバ ック ・プ ロセ スを内在 したマネ ジメン ト ・シス
テムである。
5戦 略次元 とオ ペ レー シ ョンの相互作用
以下では、戦略次元において、オペ レーシ ョンの重要性 を考察 し、戦略次元 とオ
ペ レーシ ョンの相互作用 を通 じて、企業が競争力 を獲得す る構 図を考察 してみたい。
第1は 、先 ほ ど指摘 したよ うに、戦略次元 の選択 は、制約 され た合理性の元で有効
である とい うことで ある。今 までの多 くの研 究 は、いか に失敗 しない政策(戦 略)
を策定す るか とい う、いわゆる戦略策定 の問題 に非常に限定 してお り、戦略 を決 定
す る人間に対 して も、合理的で理性的 な人間観 に基づいている。 したがって、正確
な要因分析 さえで きれ ば、絶対 に失敗 しない政策 を策定す ることがで き、それは優
れた結果 につ なが る とい う暗黙の前提 に立 ってい る。 しか し、環境 変化 の激 しい今
日の競争 においては、理想的な戦略策定がそのまま実行 できる とは限 らな く、戦略
自体 も実行 のプ ロセ スで、その変更 を余儀 な くされ るな ど、不確 実性 が常 につきま
とう。
第2に 、戦略次元 は、戦略 とオペ レー シ ョンについて、戦略がオペ レー シ ョンを
制約 し、規定す る とい う一方通行的な思考 ではな く、戦略 とオペ レー シ ョンが相互
作用 を持 ちなが ら、互い に影響 しあってい ると考 えている。 図表3で 示 している通
りに、今 までの戦略論 は、ユニー クで、簡単 に模倣 のできない政策 をいかに精緻で
間違いのない よ うに策定す るかに焦点 を合 わせて きた。そ こで、オペ レーシ ョンの
問題 は事後 的で、戦略に よ り規定 され、そ して、その内容 も戦略 を遂行す る単な る
道具 として位置づ け られ てきた19。
しか し、本稿 で提示 してい る戦略 とオペ レーシ ョンの相互作用の関係 は、戦略を
実行す る過程で得 られ る外部 との反応が、オペ レー シ ョンや戦略の内容 に反映 され、
19典 型 的 な研 究 者 が ポ ー ター であり
、 戦 略 がオ ペ レー ションを規 定 し、 オ ペ レー ションは戦 略 と整
合 性 を持 って従 わ れ るもの として位 置 づ け られ てい る。M.E.Porter,"WhatisStrategy?"Harvar
ゴBusinessReview,November-December,1996,M.E.Porter・ 竹 内 弘 高 著 『日本 の 競 争 戦 略 』
ダイヤ モ ンド社 、2000年 。
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戦略 自体 も修正 ・強化 され 、 さ らには新 しい戦略次元 を創 造 してい く循環 的プ ロセ
ス として考えてい る。 こ うしたプ ロセス を通 じて外部 の環境 条件 と 自社 の現状 との
ギャップ を素早 くキャ ッチ し、そのギャップを戦略 の修正、オペ レーシ ョンの対応
につ なげてい くことも、競争力 を発揮す る重要 な源泉 として考 え られ るのであ る。




オ ペ レー シ ョ ン
例 え ば、 ホ ン ダが ア メ リカ の二 輪 車 市場 に参 入 した の は 、1960年 代 で あ り、最 初
の参 入 戦 略 は 、ハ ー レー ダ ビ ッ ドソンな どの よ うな大 型 で馬 力 の大 き い二 輪 車 市場
に焦 点 を定 め た。 しか し、 ア メ リカ 消 費者 は 当初 ホ ン ダか ら大 型 バ イ ク を買 お う と
しな か った た め 、 ホ ン ダ はや む を得 ず 戦 略 を修 正 し、小型 の ス クー ター を市 場 投入
して 、そ れ が 市 場 でニ ッチ を形 成 して 、 ホ ンダ は ア メ リカ の 二輪 車 市 場 で成 功 を収
め る こ とが で きた の で あ る20。この ホ ンダ の事 例 は、 オペ レー シ ョン過 程 に お い て 、
戦 略 の ミスや 問題 を素 早 くキ ャ ッチ し、戦 略 を軌 道 修 正 した こ とが成 功 の要 因 で あ
り、戦略 次 元 の創 造 にお いて 、 オペ レー シ ョン との相 互 作 用 の 重 要性 を物 語 って い
る もの で あ る。
ミンツバ ー グ は、意 図 され た 戦 略 が常 に実 現 され るわ け では な く、 ま た 、実 現 さ
れ た戦 略 は 常 に意 図 され た もの で もな い 、 とい う問題 に着 目 して 、創 発 戦 略(eme
rgentstrategy)と い うコ ンセ プ トを提 示 して い る2'。 これ は 、 意 図 的 に計 画 され
た戦 略(intendedstrategy)も さる こ とな が ら、実 行 中 に大 き く軌 道 修 正 され 、新
た に政 策 変更 され た戦 略 に よ り、競 争優 位 の構 築 が可 能22とい うこ とを物語 ってい る。
aoJ
.B.Barney(2002),op.cit.,岡 田 正 大 訳 、 前 掲 書 。
21ヘ ンリー ・ミンツバwグ
、 ブ ル ー ス ・アル ストラン ド&ジ ョセ ブ ・ランペ ル 、 斎 藤 嘉 則 監 訳 『戦
略 サ ファリ』 東 洋 経 済 新 報 社 、1999年
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こ うした創 発 戦略 を可 能 とす るもの は、戦 略 とオペ レー シ ョンの相 互作用 、オペ レー
シ ョン を通 じた 学習 の促 進 と戦略 へ の フ ィー ドバ ック に他 な らな い。
第3に 、 戦 略次 元 で は、 オ ペ レー シ ョン を所 与 の もの で は な く、企 業 の競 争 力 を
決 定 す る重 要 な プ ロセ ス と して位 置 づ けて い る。 ポー ター は 、 日本企 業 に は戦 略 が
な く、オ ペ レー シ ョン効 率 の 追求 が あ るだ け と厳 しく批 判 して お り、 オペ レー シ ョ
ン効 率 は、 い ずれ ライ バ ル に模 倣 され るだ け とい う。 そ して 、 ポー ター は、 一 貫 し
て 「相 手 と違 う活 動 を行 うとか 、 同様 の活 動 を違 う方 法 で行 う」 こ とこそ が戦 略 で
あ り、 「同様 の業務 活 動 を相 手 よ りも うま く遂行 す る こ と」、 い わ ゆ るオペ レー シ ョ
ン効 率 化 は 、 戦 略 に よ り規 定 され 、か つ 大 きな 障壁 や 実行 の コス トもな く、遂 行 で
き る とい う、視 点 を貫 い て い る23。
しか し、 オペ レー シ ョンは 、 ポー ター が考 えてい る よ うに単 純 で簡 単 に模 倣 され
る もの で もな く、最 初 か ら実行 す べ き 目標 や 方 法 が 明確 に規 定 され て い る もの で も
な い。確 か に、企 業 努 力 の 大 きな方 向性 を 定 め る とい う意 味 で 、戦 略 が非 常 に重 要
で あ る こ とは い うま で もな い が、 オペ レー シ ョン的 な課 題 の策 定 、 そ のた めの組 織
的 な取 り組 み 、 それ ぞ れ の職 能 部 分 にお け る専 門性 の追 求 、 日々の効 率 ア ップ 、 品
質 追 及 、そ して 、部 門 間の横 断的 な交流 と相 互 作 用 な どのオ ペ レー シ ョン機 能 も、
戦 略 に決 して勝 らない ほ ど重 要 で あ る。 ま た 、オ ペ レー シ ョン的 な課 題 が最 初 か ら
明確 に規 定 され てい る わ けで もない。 そ して 、 この オペ レー シ ョン問題 が複 雑 に絡
み 合 って いれ ば い る ほ ど、 そ の企 業 の戦 略 は優 れ た もの で あ り、模 倣 は難 しい もの
とな る と言 え る。
土 屋 ・関 町 氏 は 、 今 ま で の 戦 略 研 究 は 、 企 業 の ビ ジ ョン(vision)、 戦 略 策 定
(strategy・狭 義 の戦 略 策 定)、 実 行(execution)、 そ して戦 術(tactic)と い う流れ の
中 で 、企 業 の政 策 策 定 のみ に焦 点 が 合 わ せ られ て き た 、 と指 摘 し、VSETの 戦 略思
考 法 を提 示 してい る。 そ して 、それ ほ ど優 れ て い ない 戦 略 で も実践 が よけれ ば、 い
い結 果 を導 く こ とが 可能 と し、プ ロセ スの 重 要性 を主 張 して い る24。言 い換 えれ ば、
優 れ た戦 略 だ けで は競 争 力 は生 まれ な く、 い か に それ を実践 す るかの プ ロセ ス で競
争優 位 が具 現 化 され る とい うこ とを示 して い るの で あ る。
第4は 、学 習 の場 と してオペ レー シ ョン機 能 の重 要性 で あ る。 前 述 した よ うに、
zzM
.E.Porter・ 竹 内 弘 高 著 、 前 掲 書 。
23M
.E.Porter(1996),op.cit.,M.E.Porter・ 竹 内弘 高 著 、 同 上 書 。
24土 屋 守 章 ・ 関 町 肇 『実 践 ・VSET経 営 戦 略 策 定 法 』 同 友 館
、2005年 、 関 町 肇 「VSET戦 略
の思 考 法 と策 定 法 」 『国 際 経 営 フォー ラム』 神 奈 川 大 学 国 際 経 営 研 究 所 、No.16,2005年 。
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戦略次元 の創造 プロセスは、外部環境 要因 よ りも、企業の内部条件や能力 によ り作
られ る場合 が多 く、オペ レー シ ョン過程 で蓄積 され た技術、 ノウハ ウ、情報 な どが
新 しい戦略 次元 の創 造に大 きな原動力 にな る。 また、市場のニーズや シー ズを戦略
次元 の創造 に結び付 けることは、 日々のオペ レー シ ョン遂行 において意 図的 な 目的
を持 って実施 され る時 こそ、一層そ の獲i得チャンスが大 き くな り、 この意味 で、戦
略次元 の創 造は、意図 され た知識創造の場 とも言 えるので ある。
企業の知識 資源の創造 に競争優位の源泉 を求めている野中氏は、企業 の長期 ビジ ョ
ンと、それ を実行す る ミ ドル ・マネ ジメン ト・レベル にお ける職務機 能間の相互作
用 を非常 に重視 す る。い わゆる機能 間のオーバー ラ ップや、職 能横 断的なプ ロジェ
ク トチー ムによ り、それぞれの知恵 を結集 して組織 的に新 しく知識 を創 造す ること
が競争優位 につなが るとい うので ある25。
以上の よ うに、戦略次元の創 造は絶 えずオペ レーシ ョン的 な課題 と相互作用 を持
ちなが ら形成 され、修正 、強化、変更の中で新 しい戦略次元 が創 造 され る継続 的な
プロセスである。また、戦略 とオペ レー シ ョン との相互作用 は、組 織 に学習 の場 を
提供 し、競争企業 よ りも先 に新 しい戦略次元 の創 造 を可能 とす る。 この よ うに企業
の戦略次元の創造力は、 日々のオペ レーシ ョン努力の蓄積 を通 じて可能で あ り、戦
略次元 とオペ レー シ ョンの相互作用 はr市 場 の機 会 を素早 くキャ ッチ し、 自社 が有
利 に競争 を展開す ることを可能 とす る、競争優位 の原動力 にな ると言 えるので ある。
皿 線形反応モデルと競争優位の持続性
1線 形反応モデル
前稿で指摘 した よ うに、ポ ジシ ョニングお よびRBVは 、持続 的競争優位 を論 じて
いなが らも、経営環境の変化 をほ とん ど不変 の もの と仮 定 してい る。 ポジシ ョニ ン
グは、一度確 立 された ポジシ ョンを経営環境 の変化 に対 して、いかに改善 ・向上 し
ていけばいい のか に関す る動態的視点を欠如 してお り、RBVは 、現在競争優位 を発
揮 している リソースが環境 条件 の変化 に対 して も、そのまま有効 なのか とい う問題
を説明できない。
そ こで、前稿 では競争優位 の持続 に関す るビジネスの実態 をよ り現 実的に反映す
るために、時間的経過(内 外環境変化)を 軸 に した線形反応モデル を提示 してい る。




ある一定の時点において競争優位 を獲得 しているポジシ ョンや企業の リソースは、
環境条件 の変化、または 自社 の戦略的意 図の変化 によ り、戦略 と現実 との間に不均
衡が生 じ、今 まで有効だったポジシ ョンや リソース も、新 しい競争環境下でその優
位性 が薄れ てい くことになる。そ こで、企業 は内外環境要因 との不均衡 を解消す る
方向ヘポジシ ョンを移動す るか、新 しい リソースを獲得 しな けれ ばな らない。 この
よ うな一 時的均衡 と長期的不均衡 に対 して 、企 業組織 を絶 えず適応 させ てい く努力
がなけれ ば、持続 的競争優位 は実現 され るこ とがな く、時間軸 を中心に継続的に適
合 してい くことによ り、競争優位 を持続 で きるとい うことが、線形反応モデル の内
容 であるas。




図表4は 、前稿 の線形反応モデル の概 念 を、戦略次元の創造 と関連付 けて表 した
ものである。一時点 の戦略次元(戦 略次元1)で 競争優位 を獲得 している企業が、
外部 の刺激 に対 して有効な反応 を送 り出 し、既存 の戦略次元 を強化す るか(戦 略次
元1の 強化)、 あるいは新 しい戦略次元を創造(戦 略次元2の 創造)す るかによって、
戦略次元1の 競争優位 を戦 略次元2に お いて も維持す るこ とがで き、全体 的には、
戦略次元1→ 戦略次元24戦 略次元3と い う長期スパ ンで競争優位 を持続す るこ と
がで きる。
ところが、図表4の よ うに外部刺激の素早いキャ ッチ、内部 の処理プ ロセス、そ
して有効 な反応 とい うサイ クル を繰 り返 しなが ら、実質的 に線形反応 モデル を支 え
てい るのは、マネ ジメン ト・システムに他 な らない。つ ま り、 内外環境要因 と現在
zs金 宇 烈(2004)
、 前 掲 論 文 。
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の戦略次元 との均衡、不均衡 を素早 くキャ ッチ し、迅速 にその不均衡 を調整 できる、
オープ ンでかつ循環的 なマネ ジメン ト・システムの構築 こそ、持続 的競争優位 を実
現す る重要な条件 である と言 えるので ある。
2線 形反応モデル における循環的マネジメン ト ・システムの意義
原 田氏 が指摘 してい るよ うに27、本稿 ではあ る一時点の戦略次元 にお いて獲得 さ
れた競争優位が 、そのまま持続す ることはほぼ不可能に近 い と考 えてい る。 この こ
とは、競争優位 の源泉 を戦 略次元に求 める視 点で はな く、ポジシ ョニングやRBVの
分析視 点におい ても同様 である と考 えられ る。 ある企 業に競争優位 をもた らしてい
る技術力 も、時 間の経過 と共 にその価値が低下 し、あ るいは代替技術の開発 に よ り
一気にその優位性 が失 われ る場合 も しば しばある
。
端的 な例 として、韓 国の触媒市場 を取 り上 げてみ よ う。そ もそ も光触媒 とい うの
は、 日本 で開発 され た技術 として、紫外線 と反応 して空気浄化 、消臭、汚れ防止 な
どの効果 を持ち、家具、 トイ レ、建物の外壁 な ど、様々な ところに応用 されてい る。
しか し、この光触媒 に対 して、最近紫外線 がな くて も反応 す る新 しい触媒が 日本 で
開発 され、 この新製 品が韓国市場 に参入 した こ とに よ り、韓 国の光触媒産業 は非常
に厳 しい状況 に追 い込 まれて しまった。
また、一時点 の競争優位 を持続的 に享受す ることの困難 さは、世界的 な巨大企業
を見て も例外で はない。かつて大型機 の特化 していたIBMの 低迷 と復活2s、最近GM
の業績 悪化29、エ レク トロニクス部門にお ける ソニーの不振30など、世界的な巨大企
業 さえも栄枯盛衰 の波 を繰 り返 しなが ら存続 してきてお り、企業 が一度確 立 したポ
ジシ ョンや企業 固有 の リソース基盤で持続 的な競争優位 を維持す る ことはほぼ不 可
能に近い と言って も過言ではない。 この よ うな事実 を踏ま え、本稿 では、 ある時点
において競争優位 をもた らす戦略次元 を、継続 的に創造で きる能力 に持続可能 な競
争優位 の源泉が ある と考 えてい るので ある。
ところが、戦略次元を次々 と創造 しうる能力 とは、単発 で、かっ一時的なプ ロジェ
ク トチー ムによる製 品開発 お よび市場開発や 、戦略担 当部 門に よる戦略企画 に基づ
27原 田勉
、 前 掲 書 。
ZSル イスV
.ガ ー スナ._....Jr著/山 岡 洋 一 ・高 遠 裕 子 訳 『巨象 も踊 る』 日本 経 済 新 聞社 、
2002年 。
29『 毎 日新 聞』2006年
、1月27日 付 。
30「 トップ の技 術 軽 視 が招 い た電 機 メー カー の凋 落 ソニー
、三 洋 、 富 士 通 … … ・なぜ 道 を誤 っ
た の か」 『WEDGE』Vol.17No.7、2005年7月 、10ペ ー ジ～12ペ ー ジ。
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き、上意下達 され ることを意味す るものではない。前述 した よ うに、戦略次元 とい
うのは、戦略 とオペ レーシ ョンの相互作用 を通 じて創造 され るもので、戦略 を実行
す る過程 で得 られ る外部 との反応 が、オペ レーシ ョンや戦 略の内容 に反映 されなが
ら具現化 され る。 そ して、場合 によっては、戦略 自体 も修正 ・強化 され、 さらには
新 しい戦略次元 を創造 してい く循環的プ ロセス として考 えなけれ ばな らない。
したがって、 日々の業務 において、構造 的 には戦略 と業務活動 が常 に連動す るよ
うに組織が設計 され、機能的には、戦略 とオペ レーシ ョン、そ して戦略 とア ウ トプ ッ
トとのギャ ップ を素早 くキャ ッチ し、戦略策 定 とオペ レーシ ョンに フィ.___ドバ ック
でき るよ うなマネジメ ン ト ・システムが企 業の 中に体化 され てい ることが求 め られ
ると言 える。
マネ ジメン トをシステム として とらえる考 え方 には、組織 目的を達成す るた めの
諸機能 が互 いに有機 的 に結合 され、経営資源 や企 業内の各組織 が整合性 を持 って結
合 され ている状態 を表 している。また、 システム とは、そのシステムを構成す る下
位 システ ムで成 り立ってお り、1つ の影 響が他 の システ ム、あ るいは全体 のシステ
ムに影響 し変化す る相互関連性 を持つ もので、インプ ッ ト、処理 、そ してア ウ トプ ッ
トのサイ クル を繰 り返す循環 システム として とらえることも可能 である3'。
したがって、オープ ンで循環的マネ ジメン ト・システ ム とは、業務活動 の単位 と
なる資源や組織、そ して諸活動が互いに有機 的に結合 された状態 にあ り、 さらにオー
プ ンで柔軟性 を持たせ ることによ り、外部の刺激 を迅速 に吸収 し、それ を内部の処
理 プ ロセ スを通 じて、ア ウ トプ ッ トとして送 り出す とい う有機 的なサイ クル として
表 す ことができる。 このよ うに、オープ ンで循環 的マネ ジメ ン ト・システムを構築
す ることによ り、常に外部 との適合 を前提 としている戦略策定 のプ ロセスにおいて
は、マネ ジメン トの有効性 が一層 高 くな り、効果 的なものにな ると考 えることがで
きる。
以上 のよ うに、競争優位 の獲得 は、戦略次 元 とい う自社 に とって有利 な競争の舞
台を創造す るこ とであ り、戦略の一過性 の代 わ りに継続 性、一時的で静態的競争優
位 か ら継続 的な飛躍 に競争優位 の持続性 があ ると言 える。 したがって、継続的な飛
躍 を通 じて競争優位 を持続す るためには、戦 略 目標 とのギャ ップを素早 く認知 し、
戦 略や実行 の修正 ・強化、 あるいは新 しい戦 略次元の創造 につ なげ られ る、オー プ
3Lこ のような 自己循 環 システムの考 え方 は




ンで循環的マネ ジメン ト・システムを構築 し、外部刺激 に対 して有効 な反応 を持続
的に送 り出す こ とが重要 な要件 であ る。
3競 争優位 の持続性 と循環的マネジメン ト ・システムの有効性
オープ ンで循環 的マネ ジメン ト・システ ムが、競争優位 の持続 性をもた らす理 由
として、次 の点 を取 り上 げるこ とができる。
第1に 、戦略策定にお ける循 環性 を取 り上 げる ことができ る。 ポジシ ョニ ングお
よびRBVは どち らかい うと、戦略 とい う政策策 定の フレー ムワー クを詳 細に分析 ・
考察す るもので ある。 しか し、現実の企業経営の多 くは、大 きな政策 の方向性 を決
めるとい う意味合いで、一時的 に戦略の不変1生を想 定 してい ると言 えるが、そのプ
ロセスは一過性の ものではな く、企 業の政策決定→実行→戦略 の見直 しとい う循 環
的なプ ロセ スを繰 り返 しなが ら、微妙 に修正 してい く。 つま り、一時的 な不変性 の
元で策定 された戦略は、それ で終わ りではな く、内外か らの刺激 を通 じて、新たな
戦略策定 の過程 を繰 り返す ことにな る。
一度確定 された戦略が永遠 に続 くとい う考 え方 は、現 実の激 しい企業 間競争の実
態 を正確 に反映 してい るものではない。周知 のよ うに、企業 は絶 え間な く、戦略 と
オペ レー シ ョン、そ してア ウ トプ ッ トに対す る循環性の 中で、経営活動 を行 ってい
る。 したがって、外部刺激 に素早 く反応 でき、そ の刺激 を戦略や オペ レー シ ョンに
円滑 フィー ドバ ックで きるマネ ジメン ト ・システ ムは、 ライベル よ りも素早 く機 会
と脅威 をキャ ッチ し、 よ り有効的 な対応 を施す ことが可能 とな るのである。
第2に 、 フィー ドバ ック ・プ ロセ スを通 じて、戦略やオペ レーシ ョンの強化お よ
び修正が可能であるとい う点である。関町氏は、戦略の実行 は予測 できないオペ レー
シ ョンの問題や外部環境要因の変化 な どによ り、修 正を余儀な くされ る場合 がある
とい う。 この よ うな問題 が本質的な もので あれば、戦略 自体 を修 正変更 しなけれ ば
な らないが、短期的で実践上の工夫に よ り乗 り切 るこ とができれ ば、実行 のプ ロセ
スを修正 し、バ リューチェー ンや組織 の再構成、 リソースの獲得 な どを通 じて推進
してい くことが必要であるとい う32。このよ うに戦略的 目標 とア ウ トプ ッ トとのギャ ッ
プを常に知 らせ 、それ を実行 プ ロセスや戦略策定 自体の修正 に変更で きるよ うなプ
ロセスが フィー ドバ ックであ り、本稿 で、戦略次元の創 造における戦略 とオペ レー
シ ョンの相互作用 を重視 してい る理 由もここにあ る。
:32関 町 肇
、 前 掲 論 文 。
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今 までの研究 はいかに失敗 しない戦略策定 に重点 を置 くあま り、企業現実で行 っ
てい る戦略 の修正プ ロセスや オペ レー シ ョンの見直 しな ど、いわ ゆるフィー ドバ ッ
ク ・プ ロセ スについてはその関心 を置 くこ とが あま りなか った。 しか し、企業の現
実 において、 この フィ・一 ドバ ックを通 じて、戦略や オペ レー シ ョンを修正 し、持続
的競争優位 を実現 してい る企業の例 は数多 くある。
例 えば、今や 日本一 の流通企業 として成長 したセ ブンイ レブ ンの出店戦略の形成
過程 を見 てみ よ う。 問屋 はある程度 ま とまった量で しか小売 業に卸 さない。 ところ
が、 このよ うな卸売 の慣行 では、店舗規模 か らして販売量に限界が あるコンビニエ
ンス ・ス トアに とって、売れ行 きがそれ ほ どよくない商品の場合、過剰在庫 を抱 え
やすい。 そ して、 この在庫 問題 を解消す るためには、 どうして も小 ロッ ト・多頻度
発注 の事業仕組 みが必要で ある。 しか し、当時の問屋 の慣行 か らすれ ば、 このよ う
な注文 には応 じて くれなか った。そ こで着 目したのが、いわゆる ドミナ ン ト型の出
店戦略で、一店舗 ではな く、近 隣の複数の店舗 を束に して発注すれ ば、それぞれ の
店舗 には少量ずつ卸 して も、全体的にはま とまった量で問屋 に発注 できるよ うにな
り、過剰在庫 の解決 や物流 の大幅な効率化 をも図 ることがで きた。 このケースは、
オペ レーシ ョン上での問題 が新たな戦略的な代替案 を生み出 し、戦略 とオペ レー シ ョ
ンのギ ャップを、 フィー ドバ ック ・プロセス を通 じて乗 り越 えた端的な例であ る。
第3に 、プロセス として のマネジメン ト・システムであ る。企業 に とっての競争
優位 は、 ポジシ ョンの構築や リソースの獲得 とい うス トックか ら生まれ るのではな
く、それ を実行す るプ ロセ スか ら生まれ 、具現化 され る。つ ま り、競争優位 は、何
を持 ってい る とか(RBV)、 あるいは どこで戦 うか(ポ ジシ ョニング)に よって具
現化 され るのではな く、それ ぞれの条件で いか に戦 うかによって具現化 され る。
関町氏は、戦略策定の完 了は終わ りではな く、始 ま りと指摘 している。そ して、
戦略の質が同 じな ら優れ た実行計画 と実行 のある方 が当然成果 を挙 げ、戦略の質 が
劣 って も実行計画や実行 が優れ ている方が成果 を上 げる場合 があ るとい う33。この
よ うにプ ロセスか ら競争優位 が具現化 され る とい う考 え方 の背景 には、実 は戦略 と
い う政策 の問題 もさることなが ら、実行上 の不確実性や臨機応変的な対応な ど、状
況適合的なオペ レーシ ョンの修正が、企業間競争 を左右す る場合が多いか らである。
しか し、前述 したよ うに、ポジシ ョニングやRBVで は、オペ レーシ ョンとい うのは、
戦略 に厳格 に規定 され、制約 された機能 として しか位置づ け られていない機械 的結




合 を前提 としている。 ところが、戦略次元の創 造 とそ こでのオペ レー シ ョンは、マ
ネジメン ト自体 を外部刺激一→反応→結果 、そ して フォー ドバ ック とい う循環 的シス
テム として とらえてい るた め、柔軟 なオペ レー シ ョン、オー プンなシステム として、
不確実性や 臨機応変的な事象 に素早 く反応 できる体質 が必要 とされ る。 また、シス
テムは、それ 自体 がス トックではな く、 フロー と してのマネジメ ン ト体制 を意味す
るものであ る。
このよ うに、戦略策定の循環性、外部刺激 に対 して素早い対応 を可能 とす るフィー
ドバ ック とプ ロセ ス としてのマネ ジメン ト ・システ ムは、 フィー ドバ ックによ りも
た らされた情報や知識 の循環性 を通 じて、戦略やオペ レーシ ョンの修正や強化 を可
能 とす るため、一度獲得 した競争優位 が、一層長期的 に持続す る ことを手助 けす る
重要な機能 を果 た してい ると考 え られ るのである。
それでは、持続的な競争優位 の実現 を可能 とす る有効なマネ ジメン ト・システム
とは何かについて、マネ ジメン ト・システ ムの設計 における要件 を中心 に整理 して
おきたい。
1つ 目は、マネ ジメン ト・システムのオープ ン性 である。外部の刺激 に対 して素
早 く反応 し、それ を社 内の処理プ ロセ スを通 じて、有効 なア ウ トプ ッ トとして変換
できる能力 が必要である。
2つ 目は、内部 の処理 プロセスが有効で 円滑 に働 くためには、部 門間の相互作用、
横断的な コミュニケー シ ョン ・システムが恒常化 され 、実質的 に機能 していなけれ
ばな らない。
3つ 目は、組 織デザイ ンにおいて、外部か らの刺激 に対 して、その情報 が ライ ン
お よび横断的 な コ ミュニ ケー シ ョン ・システ ムの中に、歪 曲 され るこ とな く伝達
され、議題化で きるよ うに組織がデザイ ン され なければな らない。
4つ 目は、実行 の結果 であるア ウ トプ ッ トに対 して、実際 の 目標 とのギ ャ ップが
バイアスな しに社 内にフィー ドバ ックされ、 さらにそれ を再処理 できる内部処理 の
プ ロセスが整備 されていなけれ ばな らない。
5つ 目は、 これ らのプ ロセ スを通 じて、戦略策定部門までを動 かせ る柔軟 な組織
構 造や、意 思決定 の仕組 みができている ことな どで ある。
4戦 略次 元の創造 にお ける循環的マネ ジメン ト・システ ムの フロー
以上の議論 に基づ き、戦略次元の創造 にお ける循環的マネ ジメン ト・システムの
フロー について考察 してみ る。
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第1に 、達成すべ き戦略 目標 が明確 にされ る と、企業はその戦略 目標 に基づ き、
どの次元でいかに、何 を持 って戦 うか とい った戦略次元 を決 定す るこ とになる。
第2は 、必要 リソー スの明確化 である。企 業の戦略策定は必ず資源 の配分をいか
に行 うかの選択 の問題 で もある。 したがって、策 定 された戦 略に基づ き、 自社 固有
の リソース、今後 の戦略展開 において必ず創 造すべ き リソース、そ して外部か ら調
達すべ き リソースを明確 にす ることが必要で ある。特 に、企 業は戦略展 開において
自社 が現在所有 していないが、戦略展開に必要な リソースを明確 に し、その創造 に
向けて企業努 力を集 中す るこ とが非常 に重要で ある。
第3は 、実行 、っ ま りオペ レーシ ョン ・プ ロセ スであ る。 このプロセ スにおいて
は、事業 システムの設計の問題 であ り、業務活動 の最適 な配置 の問題 でもある。事
業 システム設計や業務活動の最適 な配置の問題 に関 しては、加護野氏およびポー ター
の研究 は非常に有効で あ り、 自社 の選択 した戦略次元に合 わせ て事業システムや業
務活動 を最適 に配 置す るこ とが求 め られ る。 ただ、ここで重要 なこ とは、業務活動
間の結びつ きが重要で あ り、戦略 と業務活動 の整合性 と適合 が、競争優位 をもた ら
す か どうか を決 める重要な要素 となる39。
しか し、機械 的に戦略 に整合性 を持 つ業務活動や配分 だけでは、その競争優位 が
持続す る とは限 らない。新 規参入や同 じ戦 略を持 って参入 して くる競合相手 に対 し
て、現在 の戦略次元で の優位r.を 持続 してい くためには、新 しい戦略次元の創造の
ための仕組 みが必要で あるか らである。
そ して、実行 のプ ロセスは、学習の場 とい う重要な機能 を持 っている。 この知識
創 造の場 としての役割 は、単に既存の リソー スをさ らに発 展 ・成長 させ、新 しい リ
ソー スを蓄積 してい く場 としての意 味だけではなく、新 しい戦略次元 を創造 し うる
シー ズや ニー ズの源 とな り、戦略形成 にフィー ドバ ックで きる相 互作用の力 とな る
ので ある。
第4は 、フィー ドバ ック ・プ ロセ スは、戦略やオペ レー シ ョンの修正 ・変更 を可
能 とし、 このフォー ドバ ック ・プ ロセ スの蓄積 は新 しい戦 略次元を創 造 し うる原動
力 とな る。 フィー ドバ ック ・プ ロセ スを通 じて、企業 は現在 の戦略 と実際のア ウ ト
プ ッ トとのギャップ、戦略 とオペ レー シ ョンとのギャ ップを発 見す ることができる。
優 れた戦略 も、競合相手 の動 きや予測不可能な事態 によ り思 わぬ結果 となる場合 が
ある。不確 実性 の時代 だか らこそ、戦略的経 営が主張 され てい るが、政策決 定 とい
34M
.E.Porter著 ・竹 内 弘 高 訳 『競 争 戦 略 論1』 ダイヤモ ンド社 、1999年 。
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うの は、 い く ら緻密 な科 学 的 プ ロセ ス を取 り入 れ て も、予 測 の通 りに は動 か な い と
い う問題 が あ る。 これ を素早 く察 知 し、 戦 略 の異 常や 強 化 を伝 え る重 要 な役 割 を果
たす のが 、 フ ィー ドバ ック ・プ ロセ スで あ る。
また 、企 業 は 、 この フ ィー ドバ ック ・プ ロセ ス を通 じて 、企 業 の様 々 な部 分 に存
在 す るアイ デ ア 、技 術 、 情 報 、 ノ ウハ ウな どを組 織 的 に融 合す る こ とが で き35、 そ
れ が 、新 しい 戦 略次 元 を次 々 と構 築 し、 競争 優 位 を長 期 的 に持続 す る重 要 な機 能 と
して も働 く。 したが っ て、戦 略 に規 定 され な が らも柔 軟性 を持 った オペ レー シ ョン、
そ してオ ペ レー シ ョンで の 問題 や 情 報 な どを戦 略 に フ ィー ドバ ック し、 戦 略 の修 正
を実行 し うるマネ ジ メ ン ト ・シス テ ムの 循 環性 の 中で 、企 業 は競争 優 位 を獲 得 し、
か つ長 期 的 に実 現す る こ とが で き る と言 え る。
皿 戦略次元の創造力が高収益もた らすW社 のケース3S
1W社 の 概 要
東 大 阪 に あ るW社 は 、 「とめ る ・つ な ぐ ・つ け る」 こ とを事 業 の基 本 ドメイ ン と
して 、建 築 用 ・工 業 用 フ ァス ナ ー お よび 関連 金 物 や 工具 を 中心 に 事 業 展 開 して い る
中堅 商社 で あ る。 主 な事 業 内容 は、 ネ ジ 、釘 、特 殊釘 、 ア ンカ ー 、接 合 金 具 、接 着
剤 な どの建 築 用 フ ァス ナー お よび 工 業用 フ ァスナ ー の開発 ・販 売 、 そ して 、建 築 作
業 用機 械 お よび 関 連 工 具 、DIY商 品の販 売 、 店 舗 リニ ュー一アル の 企 画 ・販 売 、POS
シ ステ ム の 導入 指 導 な どで あ り、 合 計 約6,000に も及 ぶ ア イ テ ム を扱 っ て い る。 特
に、 当社 の特 徴 は 商社 なが らも、製 造 され た製 品 を再 販 売 す る とい う事 業 構 造 よ り
も、 現場 の ニ ー ズ に合 致 す る製 品 を 自 ら開発 ・提 案 す る開発 型 商社 と して の性 格 を
も持 ち、現 在 、 取扱 品 目の約75%が 自社 開発 製 品 とな っ てい る。
そ もそ も当社 は1940年 に大 阪 に釘 、ネ ジ な どを販 売す る個 人企 業 と して創 業 し、
1953年 には資 本 金50万 円で法 人 化 した。 そ の後 、建 築 作業 用機 械 お よび機 械 工 具 、
そ してDIY商 品 の販 売 な どに も事 業領 域 を拡 大 し、2005年 末 現在 は 、 従 業 員 数 約15
0名 、年 商100億 円 強 とな り、 当該 分 野 で は 中堅 ク ラ スの 商社 と して成 長 して い る。
そ して 、関連 会 社 と して は、ネ イ ル を生 産す る子 会 社 と、 ドイ ツ に現 地販 売 法 人 が
あ る。
35詳 細 は
、慶 応 戦 略経 営研 究グル ープ、前掲 書を参 照されたい。
36W社 の事例 の 内容 は 当社 の 『会社 案 内』
、そして機 工部Nマ ネージャー とのインター ビューお よ
び 質問応答 形式 の書 面でのや り取 りを通 じてまとめた内容である。
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W社 の仕入 の現状 を概 略す る と、仕入先 は、 日本お よび海外 メーカー を含 め、約
650社 にも及 んでい るが、現在 当社 の主力製 品であ り、大 きな収益 を生み 出 してい
る建築用 ファスナー 関連(例 えばコンク リー ト用 の釘 、石 膏ボー ド用 の釘、中空 と
め、連結 ピンな ど)は 、W社 で企画開発 した独 自の製 品が非常 に多い。 これ は、W
社 がメーカー と最終消費者 との空間的 ・時間的隔た りを結ぶ とい う卸売機能 だけに
止 ま らず、顧 客のニー ズを新製 品開発 に組 み込む こ とに よ り高付加価値 を実現す る
とい う、戦略に起因す る ものである。
例 えば、最近新 しい戦略製 品 としてカ を入れてい る釘打 ち機 は、先発の国内メー
カー と対抗す るために、台湾 、韓国の優秀 なメーカー か ら共 同開発 の形で開発輸入
してい る。 また、製 品 としての価値 を十分 に持 ってい るに もかかわ らず、販売チ ャ
ネル の選 定に問題が あ り、売れ行 きが よくない製 品に関 しては、製 品の特性 に合致
した販売チ ャネルに提案 した り、また建築現場でのニーズを的確 につかみ、ユーザー
のニーズに即 した新製 品を創造す るな ど、常 にメーカー と顧客 との情報的隔た りを
マ ッチ ングす る開発 商社に事業 の重点を置 いてお り、 これ が高収益 の源 となってい
る。
そ して、卸売業者 とい う事業特性 か ら物流 の効率化 を図るために、2001年 に完全
自動化 の流通セ ンター を完成 し、 リパ ック新物流 システ ムを導入 して大幅 な物流 の
効率化 を成 し遂 げてい る。新流通セ ンター の完成 に よ り、物流業務がオ ンライ ンで
完全 自動化 され、売上 による材料お よび副材 料の在庫情報 を迅速 に把握 し、 リー ド
タイムの短縮、在庫管理 の効率化 、そ して物流管理の大幅な コス ト削減 を可能 とし
てい る。
リパ ックシステム とは、ホームセ ンター における袋入 りの製 品な ど、製品の再加
工や組み込みのア ッセ ンブ リーを指す。例 えば、非常に簡 単な単0商 品の出荷 にお
いて も、袋入れ の加 工 には、材料1(当 該 製品)、 副資材6(外 箱 、中箱、小箱、
袋 、台詞 、ケース表示 シール)の7点 が必 要で あ り、W社 の よ うに約6,000の 取扱
アイテ ムの中で、毎 日200～300種 類 の加 工が必要 な場合、 これ らの材料お よび副材
料 が、販売実績 によ り何時、 どれだ けの量 が必要か、瞬時 に計算 され なけれ ばな ら
ない。
これ を上手 く運営す ることは並大抵 の ことではないので 、それぞれ に発注点 と発
注量 を設定 し、入荷までの リー ドタイムを加味 し、品切れ が起 らない よ うに 自動計
算 させ て、材料お よび副材料 の発 注を 自動的 に行 うことによ り、物流の省力化 と効
率化 を可能 と してい る。 このよ うな革新 的 な在庫管理 システ ムによ り、W社 は当 日
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夕方5時 までの受注は即 日出荷 す ることが可能で あ り、また入荷か ら出庫 まで をコ
ン ピュー ター ・システ ムで行 い、出荷 ミスをほぼゼ ロに してい る。
営業範囲 は 日本全 国をカーバー しているが、本社 以外 の拠点 は東京支社 が あ り、
他 は本社か ら地域別営業担 当者 が定期お よび不定期 的に担 当地域 に出向 く形 を とっ
てい る。特 にW社 において一番 特徴 的な点 は、図表5で 分か るよ うに、1990年 代 半
ば以降、は っき りとした減収増益 の傾 向を見せ てお り、多 くの建 築関連材 料の卸売
企業が赤字や低収益 にあえいでい る状況 の中で、 ファスナーお よび工具関連事業分
野で非常 に健 全 な経営実績 を実現 してい る とい う点であ る37。W社 は2000年 度以降、
売上高は120億 円か ら100億 円代 に減少 してい るものの、本業の儲 けを示す 営業利益
はむ しろ5-7億 円代 に増加 し、長 引 く景気 沈滞 の 中で、 ファスナ ー関連 の商社 と し
は、極 めて異例 的でかつ非常 に高い収益性 を見せ てい る。以下では、果 た して何 が
当社 の強みで、 この よ うな高収益 を生み出 してい る背景には何があ るのか につ いて、
当社 の戦略や製 品開発プ ロセスを中心 に考察 してみたい。
図表5W社 の過去10年 間の売上 および営業利益の推移38
年度 売上高(億円) 営業利益(億円) 営業利益率(%)
1996年 度 150 4.3 2.9Ro
1997年 度 158 5.3 3.4%
1998年 度 146 3.7 2.5%
1999年 度 120 2.9 2,490
2000年 度 127 5.6 4.4%
2001年 度 127 7.0 5.5%
2002年 度 105 6.1 5.8%
2003年 度 105 5.4 5.1%
2004年 度 lOD 5.0 5.0%
2005年 度 108 8.0 7.4%
371つ の参 考指 標 として
、 高知 県の信用 保証 協 会の独 自調 査 によれ ば、2004年 度 の調 査 におい
て、建 築材 料等 卸 売業 にお ける平均 営業利 益 率 が一〇.4%で 、健 全企 業の場 合も営 業利 益 率が3.3
%に 過 ぎない。 この点からも当社 の高収 益率 を伺 いしることが分かる。詳 細は、http:〃WWW.kochi-cg
c.or.jp/keieisihyou/(2005年2月 末 時点)を 参照 されたい。
381999年 以前 は経 常利益 である




W社 は創 業以来 、 「社 会貢献 」 「報恩」 「質素」の経営理念 の元、社会に貢献す る企
業 を 目指 して きてい る。 そ して、徹底 した現場 主義 と顧 客主義 の元で、 「ユーザー
の声 をカタチ に変 える」、 とい うことを基本 事業戦略 としてい る。 「ユーザー の声 を
カ タチに変 える」 とい う思想 は、顧 客のニーズや情報 を的確 につかむ こ とか ら開発
をスター トす る こと、技術革新や業界 の進化 、そ して、新建築材 ・新工法 に対す る
情報 をい ち早 くとらえ、次世代 を担 うフ ァスニング製 品の開発 ・提案 を追求す る経
営行 動 として実践 され てい る。特 に徹底 した現場 主義 は、営業部 門の1人 ひ とりが
開発担 当者 として建築 の現場 に入 り込 み、お客様の要望 を細 か く分析 し、ニー ズに
マ ッチ した製 品を提供す ることを通 して、建築現場 か ら信頼 され る企業 を 目指す原
動力 となってい る。
競合他社 に対 して は、 ターゲ ッ トを絞 った開発商品を武器 に、品質重視 の展 開を
行 うこと、そ して受注か ら発送 までのデ リバ リーの充実 に よる顧客満足度 を向上す
るこ とに競争 の焦点 を合 わせてい る。 この よ うなW社 の基本戦略お よび競争 の考 え
方 は、先 ほ ど指摘 したよ うに自社製品率75%と 、工業所有権 出現数700件 以上 とい う
形 で具現化 され てい る。
W社 の価格政策 を見 る と、基本的 には良質の製 品を合理的 な価格 で提供す ること
を ささげ、開発 の段階か ら品質 と価格 の 目標 を設定 し、それ に合わせ た製 品開発 を
行 ってい る。 また、販 売価格は統制 され てお り、価格競争 は基本的に行わない。そ
して販 売チ ャネル において は脱 問屋 を 目指 し、現場 のニー ズにス ピーデ ィに対応す
るこ とによ り、製品 の絞込みを行い、 よ り利益率の高い製 品ライ ンの構築 を常に模
索 してい る。
W社 の販売政策は、決 して価格競争や利 益率 を無視 した低価販売 は行 っていない
が、いわ ゆる標準品 の価 格政策 と自社独 自の製 品の価格政策 は明確 に異 なるユ ニー
クな価 格政策 を とってい る。例 えば、 当社 の企画開発製 品で、特許 を取得 している
特殊釘な どの差別的 な製 品 に関 しては、高価格政策 を とってお り、いわゆる標準品
に関 して は海 外 か らのOEM生 産 な どを通 じて、競合相 手 に比べ 、徹底 した低価 格
政策 を とっている。 これは、ポーターが一番警戒 している差別化 とコス トリーダシ ッ
プを同時 に追求す る中途半端な戦略ポジシ ョンを真正面 か ら否定す るものであ り、
またバーニーが指摘 してい る中途半端 な戦 略ポジシ ョンが成立で きる条件 とも合致




W社 の製 品開発 プ ロセ スを見 る と(図 表6参 照)、 上記の現場主義 に的確 に合致
していることが分 かる。 まず 、当社 の営業部門の担 当者(い わ ゆるル ー トマ ンと呼
ばれ る)が 、得意先 を回 りなが ら、現在の製 品の満足度 、不満 、そ して改良点、新
製 品のシーズや ニー ズな どに関す る情報 を常に収集す る。そ して、それ を開発部お
よび担 当事業部 に伝達 し、製 品化 の可能性 を検討す る。 そ こで第1次 的 に開発続行
の判 定が くだ されれ ば、新製 品に関す る企画案 をま とめ、得意先 に新製 品の基本構
想 を提案 し、得意先 の反応 を打診 しなが ら、開発製 品の市場性お よび機能 、仕様 な
どに関す るイ メージを具体的 に落 としてい く。
新製品の基本構想 に関 して得 意先 の反応が よけれ ば、次 のステ ップ に移行 し、営
業部門、当製 品の担 当部署、そ して開発部が共同で基本仕様 ・性能お よび ターゲ ッ
ト・プ ライスな どに関す るコンセ ンサスを経て、正式に開発 に着手す る。 そ して、
開発 中に も基本仕様 ・性能お よび ターゲ ッ ト・プ ライスな どに関 して、営業部門か
らの意 見を継続 的 に反 映 しなが ら、新製 品 のプ ロ トタイ プ(prototype)を 作 る。
一旦試作品が出来上が ると、 さらに営業部 門の担 当者 が得意先 に新製 品を正式 に提
案 し、そ こで生 き残 った開発案件のみ、最 終的に製品化 され、国内お よび海外 のメー
カーに発注す る とい うプ ロセ スを踏 んでいる。
こ うした現場 のニーズ を重視 した製 品開発 プ ロセ スの一例 として、後発 として参
入 した釘打 ち機 を見てみ よ う。先 ほ ど述べた よ うに、後発 の標準 品に関 して 、当社
は徹底的に低価格政策 を とり、市場 シェアの拡大 を第1の 狙 い と してい る。 このよ
うな販売 ・価格政策 もあ り、当社 は釘打 ち機 お よび 関連付属製 品は、開発段 階か ら
徹底 したターゲ ッ ト・プライスの下で、海外 メーカーか ら開発輸入 を推進 してい る。
次 に、製 品化 の コンセ プ トの確 定である。釘打 ち機 は、その用途、使 う場所 、対象
材質な どに よって、仕様 の異な る多様 な製品 ライ ンがあ り、W社 はそれ ぞれ の顧客
のニーズを詳細 に分析 して、新製 品の開発や製品改良に活用 してい る。 例 えば、用
途 によってはパ ワー よ りも長時 間使 うことに よる軽 量化 が求 め られ る とい う傾 向が
あれ ば、使 う材質 な どを十分 に考慮 して、軽量化 を製品開発 の第一 の重点 として位
置付 けてい る。
とはいえ、W社 の製 品開発プ ロセスは既存の企業では、全 く見 られ ないほ どユニー
クな もの とも言 えない。 また、W社 と同 じ開発 手法 を とっている多 くの企業 がある
3sM
.E.Porter(1980),op.cit.,J.B.Barney(2002),op.cit.,
争 優 位 の 構 築 と持 続 一(中 〉』 ダ イ ヤ モ ン ド社 、2003年 。
岡田正大訳 『企業戦略論一競
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と考 えられ る。 ただ、 あえてW社 の開発 プ ロセ スにおいてマネ ジメン トの特徴 とい
うな らば、営業マ ンの実績評価において、製品の販売実績 も さることなが ら、開発
案件 の提案 によ り多 くの比重 を置いてい るこ とと言 える。 この よ うな仕組 みを通 じ
て、社 内の製品開発 を促進す る。そ して、顧客が求 めている正確 なニーズを発見 し、
安 く提供す る といった このシンプル な戦略が、 当社 の製品 に対す る顧 客の信頼性 を
高め、高収益 を生み出 しているのである。
商社 で あるW社 の製 品開発 にお けるも う1つ の特徴 は、仕入販売製 品に関 して、
個 々の製 品特性やユ ーザー の特性 を十分に考慮 した販売チ ャネル を選 定 し提案 して
い る とい う点で ある。 この ことはW社 が直接製 品開発 にかかわることのない仕入販
売製 品に対 して も、市場性 はあるものの、 メーカーが販売先 の選定 を間違 って、売
れ行 きが思わ しくない ものを見つけ、製 品特性 にあった販 売チ ャネル に提案 してい
くとい うパ ター ンであ る。
例 えば、壁 と壁 の間が空 いていて、一般 の釘やネ ジを差 し込 んで も、空回 りをす
るので、一旦差 し込んでか ら空 回 りしない よ うに固定す る 「中空留め用のア ンカー」
があ る。 この製 品は、一般 のユーザーを主要 ターゲ ッ トす るホームセ ンターな どに
置 いて も、一般 のユ ーザー の場合 、必要な手工具の不備や取扱 の難 しさか ら、本来
の製 品価値 を発揮 できず、 あま り売れ行 きが よくない。 しか し、手工具 を揃 えてお
り、使い方 にも慣れ ている職人や専門技術者 向けに販売すれ ば、彼 らは 「中空留め
用 のアンカー」本来 の機 能 を熟知 してい るので、ホームセ ンター とは全 く違 った売
れ行 き となる。 この よ うに最適販 売先 を選定 し、提案 しよ うとす る ところに もW社
の独 自性が伺 え る。
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基本的 にはル ー トマ ン と呼ばれ てい る営業部 門の担 当者 が得意先 を回 り、顧 客管
理 を行 ってい る。 そ して、品質 クレー ムに対 しては、営業部 門だけではな く、 当製
品の担 当者(一 般 的にプ ロダク ト ・マネー ジャー と呼 ばれ るもの)が 迅速 に現場に
出向き、その内容や原 因を精査 し、報告 、改善 を行 う。 こ うした ク レー ムは、 日報
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とは別 にク レー ム報告書 と して報告 され 、最終的 な対策 が打たれ るまで社長 の管理
下に置 かれ ている。 また顧客 か らの ク レー ムに関 しては、単 にク レーム として処理
す るのではな く、製 品 自体 の問題発 見 と改 良のシーズ として も活用す ることを常 に
心かけてい る。
5W社 の企 業行動 と戦略次元の創造力への示唆
W社 は、バブル期 以降、多 くの企業が構造 的不 況で低迷 してい る中、建築用 フ ァ
スナー とい う競争の激 しい事業分野で、収益重視の経営姿勢 を明確 に打 ち出 し、減
収増益 とい う優れた業績 を出 してい る。無論 、企業成長 の論 理 か らすれ ば、増収増
益が望 ま しい ことはい うまで もないが、明確 な戦略の元 で製 品の絞込み を行 ってい
る真 っ最 中で あるとい うことを考 えれ ば、W社 は非常 に高い競争力 を持 ってい る と
言 えるのであ る。
ところが、上記 の考察 で見 たよ うに、W社 の戦 略や製品開発 プ ロセ ス、そ してバ
リューチェー ンを見 る限 り、群 を抜いてい るほ どユニー クなアイデアや戦略的発想
が ある とか、あるい は競合他社 に比べ、高い技術力がある とは言 えない。 また、競
合他社 が模倣 ので きないW社 だけのポ ジシ ョンを構築 してい る とも言 えない。 いわ
ゆる 日本 の企業 に よくあ りうる製 品開発 プ ロセスや現場重視 とい う姿勢 に貫いてい
なが らも、W社 は、当該業界で高収益 を達成 してい るのである。以下、本稿のフ レー
ム ワー クで ある戦 略次元 の創 造 と関連付 けて、W社 の高収益 の背景を考察 してみ よ
う。
1)戦 略次元 の明確 化 と創造
第1に 、戦略次元の明確化 である。取扱製 品のほ とん どを建築用 ファスナー市場
に絞 ってい る当社 は、それ ぞれ の製品 ライ ンにおいて、 どこで何 を持 って競争す る
か とい うポイ ン トを明確 に し、それ に合致 している製 品選定、新製 品開発、価格政
策、そ して販売チ ャネルを選 定 してい る。
先 ほ ど取 り上げた よ うに、W社 の原 点であ る特殊釘な どに対 しては市場でのブラ
ン ド認知度 、蓄積 された技術 、ノ ウハ ウや 開発経験な どを利 用 して、機 能お よび性
能 において高付加価値 の製 品開発に競合 の焦点 を絞ってお り、品質 と機 能重視 の高
価格製 品分野 に特化 している。 また、徹底 した現場の情報 とリサーチを通 じて、些
細なニーズ も捨てず に製 品開発や改良に組み込み、その改良 を類似製 品 との競合 に
おいて、訴求 ポイ ン トとして最優先 して販売す る とい う、いわ ゆる新たな競争次元
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を次 々 と作 り上げてい く戦略 を とってい るのである。
また、 自社 オ リジナル の製 品開発 において も、例 えば、後発 の釘打 ち機 お よび関
連消耗 品な ど、いわゆる標準品分野では、競合 分析 により徹底 した低価格販売 を行 っ
てい る。 しかも、低価格販売 とはい え、単に安価 なもの を提供す る とい う競合姿勢
ではな く、製品本 来の基本機能 と使 いやす さに充実 した製 品作 りに徹底 してい る。
っま り、 コス ト増 をもた らす付加機能 はな るべ く省 き、多 くの顧客 が求 めてい るい
くつかの付加機 能のみに焦 点を絞 るな ど、常に戦 う次元 を明確 に して製 品投入 を行
うよ うに しているので ある。
この こ とは冒頭 で考察 した よ うに、競争 の焦点(W社 の例 で言 えば、市場性 が確
認 された新 しい/:ニ ー ズ)を 明確 に し、それ を実 際の製品間競争 に持 ち込む時 に
は、W社 が有利 に競争 できる状況 を作 り上げてい る(W社 の例で言 えば、新規 開発
製 品に組み込まれ た顧客 ニーズ を第一 の訴求ポイ ン トとして活用)こ とと して理解
され うる。 この よ うにW社 の競争戦略 を支 える基本 的なセオ リー は、現在 の競争次
元 、 自社 の リソース ・スペ ク トル 、そ して顧 客ニーズや シー ズを照 らし合 わせ 、 自
社 に とって有利 に戦 える競争の焦 点を新た に作 り上げ、そ こにオペ レー シ ョン努力
を集 中す ることを通 じて、戦略次 元を次 々 と創 造 してい くことに他 な らない と言 え
る。
2)オ ペ レー シ ョンによる戦略次元の具現化
W社 の製 品開発 プロセ スで見た よ うに、W社 は製 品開発 のアイデ アを ほ とん ど現
場 か ら得てい る。 当社の新規製 品開発 に関す る情報収集の方法 と しては、概 ね以下
の3つ の方法で整理 され る。1つ 目は、 自社 の営業マ ンが得意先を訪問す る時 には、
必ず最終ユーザーの最近 の動 向や要望 な どを質問 し、そ こか ら新 しいニーズを抽 出
す る。2つ 目は、顧 客か らのク レームを、単 なるク レーム として処理す るのではな
く、製 品改良、品質改善の ソー ス と活用 しなが らも、一方 ではそ こか ら新 しい顧客
ニー ズや製 品開発 のシー ズを意 図的に発見す る。3つ 目は、国内外の展示会や納 品
先 な どか ら新規製 品の シーズを拾い上げ、それ を営業マ ンが得意先 を回 り、市場性
を確認 す る とい う方法 である。
ところが、W社 が行 ってい る上記 の方法 は、他 の大 手のメー カーや商社 も同 じこ
とを行 っている とい う。 にもかかわ らず、 なぜW社 は 中堅の商社 であ りなが らも工
業所 有権700件 以 上 も出願 してい るほ ど、非常 に多 くの開発件数 を持 ち、かつ高収
益 を生み出 してい るのか。 このこ とは言い換 えれば、何 をや るか とい う方針 の問題
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ではな く、実践でのや り方の問題 であると言 える。 この点に関 して、W社 のNマ ネー
ジャーは、次の よ うに答 えてい る。
第1に 、小売店 に十分 に利 益 をバ ックす るよ うな販売政策、価格 政策 を とってい
る とい う。例 えば、大手の メーカーの場合 、販 売量を増やすために、委託販売 のよ
うに小売店 に リス クが少な く、かつ広告販促 をメーカー 自身 が直接や っている とい
う考 え方か ら、低いマージンを設定す る場合 が多 いが、W社 は販 売小売店 に十分な
マー ジンを保証 し、 より緊密 な関係 を保つ よ うに してい る。
第2に 、第一線で各種情報 を収集す る営業マ ンの姿勢 とニー ズや シ,__.ズを吸い上
げる社 内のマネ ジメ ン トの仕組 みである。先 ほ ど説明 した よ うに、W社 は、営業マ
ンに対 して現場 のニーズや シー ズに対す る報告が義務付 け られてお り、営業マンの
業績評価 において も、販売実績 もさることなが ら、現場 のニーズや シーズに対す る
報告がよ り重要 な項 目として評価 され てい る。 したがって、営業 マ ンは、 よ り積極
的 に、かっ意図的にニー ズや シーズの収集 に取 り掛 かるわけであ り、形式的に 「何
か あ りますか」 とい う質 問 とは、その結果 が全 く異 なるものになるのである。
第3に 、得意先 か ら同 じ情報 を得 た として も、それ を迅速 に社 内にフィー ドバ ッ
ク し、得意先に提案 を行 うマネ ジメン ト・プ ロセ スである。 この ことにつ いては、
上記 の図表6で 取 り上 げた よ うに、開発 プ ロセ スにおいてその重点 を現場 に置いて
お り、絶 えず現場 との相互作用 を持 ちなが ら、製 品 コンセ プ トの確 定、修正、変更
を行 うとい う考 え方 に立って い るため、現場か らの情報 に対す る活 用の姿勢は、群
を抜 いてい るほ ど高い と言 える。
こ うしたW社 の企業行動か ら、 「ユーザーの声 をカタチに変 える」 とい う戦略 に、
オペ レー シ ョン(開 発 の中心 を顧 客に置 く)が 密接 に相互作用 している と言 える。
この ことは、言 いi換えれば、戦 略 とオペ レー シ ョンの相互作用 を通 じて、組織的に
学習効果 を促進 しなが ら、競争企業 よ りも先 に新 しい戦略次元の創 造が可能 となる
ため、W社 が有利 に競争 を展 開 し、競争優位 を獲得す る原 動力 とな っている と言 え
るの である。
3)循 環的 なマネジメ ン ト・シ ステム と持続 的な競争力 の実現
RBV論 者 は、持続 的競争優位 の条件 を、経済的 な価値 があ り、希少でかつ模倣 の
難 しい経営資源 を組織的 に活用 す る企業能力 に求 めてい る。 ところが、今 まで見て
きた よ うに、W社 の基本事業 は商社 であ り、非常 に差別的 な開発技術力や圧倒的 な
チ ャネル支配力 を維 持 しているわけではない。 に もかかわ らず、非常に高い 自社開
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発製 品比率や長期 にわたって高収益 を実現 してい るのは、前述 した よ うに、個 々の
製 品において、 自社 に とって有利 に競争展開がで きる戦略次元 を次 々 と創 造 してい
るこ と、そ して、 日々の業務 にお いて戦略次元 の創造 プ ロセスが 円滑に機能す る、
オープ ンで循環的 なマネジ メン ト ・システムが確 立 されてい るこ とにあ ると考 える
ことがで きる。
再び、W社 の製 品開発プ ロセス を見てみ よ う。W社 は、現場(市 場)と 自社 提供
製品 とのギャ ップ を素早 くキャ ッチ し、新製 品開発プ ロセスをスムースに展開 しう
る担当部署 間の コミュニケーシ ョンや情報 のフィー ドバ ックが 円滑 に行 われ るシス
テムが非 常にバ ランス よく働 いてい る。 だか らこそ、競合相手 も同 じ市場ニーズ を
探索 して もW社 は非常 に高い確 率で、そのニー ズを拾い上げ、的確 に製 品化 に結 び
付けてい るのであ る。 ちなみ に、 ここでい うギャ ップ とは、 自社の提 供製 品に対 し
て現場(市 場)で の反応 が何 らかの形 で新 しいニーズや シー ズを求 めてい る場合 、
市場の ニー ズを的確 に満た していない とい う意 味合 いにおいて ギャ ップ とい う表現
を使 ってい る。
無論、す べての開発案件 が成功す るわ けではな く、成功す るもの もあれ ば失敗 に
終わる案件 もかな りの比重 を占めてい る とい う。 しか し、重要なのは、その失敗 を
次のステ ップにつ なぎ、新 しい開発案件 の取 り組み に活用 され てい るとい う点であ
る。
W社 に とって、強みのある リソー スを取 り上げてみ る と、特殊釘の開発 に関す る
蓄積 された ノウハ ウ、特許 、そ して60年 以上 の社歴 を持 っているので、全 国的な販
売チ ャネル と言 える。無論 、RBV論 者 は、 この よ うな特殊釘 の開発力 がW社 の強み
であ り、それ が高収益の源泉 である と言 うだろ うが、それ は事後 的な結果 論にす ぎ
ない。
まず、 当社 の特殊釘の開発力 とい うのは、ス トックではな く、フ ローか ら生まれ
ている とい う点 に注 目しな けれ ばな らない。つ ま り、特許や 高付加 価値製 品 として
販売 されてい る一部 の製 品は、W社 固有の リソー ス としてス トック されてい るが、
新規製 品の開発力や改良な どは、現場(市 場)と 本社 、本社 内の職 能部門間に円滑
なフィー ドバ ック とい う情報 の流れの 中で、市場性 の高い新製 品を次 々 と開発 して
いるので ある。つ ま り、情報の流れ の 中で、W社 が有利 に訴求で きる競争 の焦点 を
見つ け、それ を製 品に具現化す るマネジメ ン ト・システムが円滑 に機 能 してい るこ
とが製品開発 の原動力 となってい る。 これ こそ、W社 が技術的に標 準化 しつつ ある
ファスニ ング市場 で、高収益体質 を維持 してきた源 泉である と言 えるのであ る。
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そ して、W社 の事業構造や高収益の源泉 を、 ポジシ ョニ ングのアプ ローチか ら分
析 してみれ ば、明確 に差別化 された戦略 ポジシ ョンや、他社 と全 く違 うユニ,._._.クな
業務活動 を行 ってい る とも言 い難 い。 しか し、W社 は標 準化 され 、価格競争 が起 り
やす い建築 ファスナー市場で 、卸売業 としては高 い収益 を享受 してい る。 この こと
は、W社 が 市場で的確 な位 置 を確保 しているか ら可能 なわ けではない。む しろ、小
さな顧 客ニーズ も見逃す ことな く、オペ レー シ ョンの相互作用の蓄積 を通 じて、競
争の焦点(顧 客ニー ズ〉 を新 規開発製 品に新 しく組み込み、W社 が有利 に戦 える舞
台(戦 略次元)を 次々 と創造 してい くことによ り実現 され てい る。そ して、 こ うし
た戦略次元 の創造 を円滑に行 え るマネジメン ト ・システムが構築 されてい るか らこ
そ、市場競争 を有利 に運び、長期 にわた り、高収益 を達成 してい る と言えるのであ
る。
おわ りに
企業の競争優位 の源泉 として 「戦略次元 の創造力」 とは何 か、そ して、持続的競
争優位 を実現す るた めの条件 として、 「線形反応 モデル 」 とそれ を支 える 「オー プ
ンで循環的マネジメ ン ト・システム」の意義 につ いて考察 してきた。また、建築 お
よび工業用 ファスナーの開発販売 を行 っているW社 のケー スを取 り上げ、高収益力
の源 泉 としてr製 品開発 を中心 とす る戦 略次元の創造力 とい う観 点で考察 してきた。
企業 間の競争 が激 しく、不確 実性 の多い今 日の企業間の競争 にお いて、企業が競争
優位 を獲得 す るとい うことは、短期的 には 自社 が有利 に競争 を展 開で きる戦略次元
を創 造す るこ とが必要であ り、それ は、外部制約要因 と自社 の内部条件か ら有利 に
競争 を展開で きる舞台 を意 図的に作 り上げ るこ とで もある。 また、一旧寺点で の競争
優位 は、それが 自社 の リソース、あるいは市場 ポジシ ョンか らもた らされ るに しろ、
長期的 に持続す ることが難 しい と考 え られ る。 したが って、競争優位 をよ り長期 的
に持続す るためには、 自社 の現状 と外部条件 とのギャ ップを迅速 にキャッチ し、そ
のギャ ップ を修正す る方向へ 、戦略次元を次 々 と創 造 し、全体的 には短期的 な優位
性 をつな げてい く経営行動 が有効 であると言 える。
このよ うに市場 での短期 的適合 を継続 的に行 い、長期的な不均衡 を解消す るため
には、 自社 と外部条件 とのギ ャ ップを迅速 にフ ィー ドバ ック し、新たな適合 にっ な
げ られ るマネジメン ト ・システムの構築が重要 な課題 とな る。そ して、マネ ジメ ン
ト ・システムの有効性 を評価す る基準 としては、外部要因の刺激 と変化 をキャッチ
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でき るオープ ン性 を持 ってい るか ど うか、外部 の刺激や変化 を社 内にフィ,__.ドバ ッ
ク し、新 しい反応 を送 り出す フィー ドバ ック ・システ ムが円滑 に機 能 してい るか ど
うか、そ して、 これ らの流れを循環 的に持続す る体制 が整 えてい るか ど うか、を取
り上 げるこ とができる。
本稿 は戦略次元 の創 造力 とマネジメン ト・システ ムに焦点 を合わせ て、企業 の競
争優位 と競争優位 の持続性 の源 泉 を探 ってきた。今後 は、有機組織論、 システム論
な ど関連学問分野 の理論的 フ レーム ワー クをも援用 しつつ 、関連す る企 業の事例研
究を よ り充実化 し、本稿 の仮説 を一層精緻化 してい きたい。
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